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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第96期 

第１四半期 
連結累計期間 

第97期 
第１四半期 

連結累計期間 
第96期 

会計期間 
自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日 

自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日 

自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日 

売上収益 （百万円） 23,749 23,229 94,318 

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 2,503 771 7,166 

親会社の所有者に帰属する四半期 

（当期）利益 
（百万円） 1,956 705 5,457 

親会社の所有者に帰属する四半期 

（当期）包括利益 
（百万円） 1,364 △328 4,200 

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 65,672 66,831 67,871 

総資産 （百万円） 103,660 120,430 102,557 

基本的１株当たり四半期（当期）利益 （円） 42.73 15.38 119.09 

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 （円） － － － 

親会社所有者帰属持分比率 （％） 63.4 55.5 66.2 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 2,623 1,991 6,602 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,164 △10,850 △4,575 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △753 9,430 △3,133 

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
（百万円） 19,171 17,899 17,530 

 （注）１．当社は要約四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２．売上収益には、消費税等は含まれておりません。 

３．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．基本的１株当たり四半期（当期）利益の算定上の基礎となる自己株式等には、従業員持株ＥＳＯＰ信託およ

び役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式を含めております。 

５．上記指標は、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表およ

び連結財務諸表に基づいております。 

 

２【事業の内容】

   当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。

   なお、当第１四半期連結累計期間における主要な関係会社の異動につきましては、次のとおりであります。

 

   2019年５月８日をもって、株式会社Aimedic MMTの全株式を取得し、子会社化いたしました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

    当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

    文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。 

 

  （１）経営成績の状況 

 

 
前第１四半期 
連結累計期間 
（百万円） 

当第１四半期 
連結累計期間 
（百万円） 

増減額 
（百万円） 

増減率 
（％） 

売上収益 23,749 23,229 △519 △2.2 

  自動車部品事業 10,618 10,016 △602 △5.7 

  産業資材事業 8,760 8,653 △106 △1.2 

  高機能エラストマー製品事業 3,797 3,481 △315 △8.3 

  その他 788 1,289 501 63.7 

  調整額 △215 △212 2 － 

コア営業利益（セグメント利益） 2,068 1,301 △767 △37.1 

  自動車部品事業 899 539 △360 △40.1 

  産業資材事業 709 530 △178 △25.1 

  高機能エラストマー製品事業 176 77 △99 △56.1 

  その他 159 166 6 4.2 

  調整額 123 △12 △136 － 

営業利益 2,221 910 △1,311 △59.0 

親会社の所有者に帰属する四半期利益 1,956 705 △1,251 △64.0 

 （注）コア営業利益は、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除して算出しております。 

 

    当第１四半期連結累計期間の世界経済は、米国では民間部門主導の自律的な景気回復が引き続き持続いたしまし

た。一方、欧州、中国およびアジア地域では外需の低迷などにより景気が引き続き減速いたしました。日本でも、

内需は堅調なものの外需が下振れし、景気に足踏み感が見られました。 

    当社グループの主要な市場である自動車分野におきましては、日本では、自動車生産台数が前年度を上回る状況

で推移いたしましたが、米国および欧州では、市場が低調で自動車生産台数が前年度を下回る状況で推移いたしま

した。また、中国でも、中国経済の減速や米中貿易摩擦の長期化もあり、自動車生産台数が前年度を下回る状況で

推移したほか、アジア地域でも、総じて減速基調で推移いたしました。 

    このような状況のなか、当社グループは、中長期経営計画“Breakthroughs for the future”（未来への躍進）

の第２ステージの２年目として、新事業の創出、コア事業の拡大、ものづくりの深化と進化、個人と組織の働き方

改革の４つの指針を掲げ、グローバルで「際立つ」サプライヤーを目指しての活動を推進いたしました。新事業の

創出として、当社グループの医療機器事業を成長させるべく、2019年５月８日をもって、株式会社Aimedic MMTの

全株式を取得し、子会社化いたしました。 

 

    これらの結果、当第１四半期連結累計期間は、売上収益は23,229百万円（前年同期比2.2％減）、コア営業利益

は1,301百万円（前年同期比37.1％減）、営業利益はリスク分担型企業年金への移行などの影響もあり、910百万円

（前年同期比59.0％減）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は705百万円（前年同期比64.0％減）となりまし

た。 
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    事業（セグメント）別の状況は、次のとおりであります。 

 

  [自動車部品事業] 

    国内においては、補修品の販売は増加したものの、自動車メーカー向け補機駆動用伝動システム製品（オートテ

ンショナ、バンドースムースカップラー®など）の販売が減少いたしました。 

 海外においては、米国において積極的な顧客開拓に注力したことにより、補修品などの販売が増加いたしまし

たが、中国およびアジア地域において販売が減少いたしました。 

 

    これらの結果、当セグメントの売上収益は10,016百万円（前年同期比5.7％減）、セグメント利益は539百万円

（前年同期比40.1％減）となりました。 

 

  [産業資材事業] 

    一般産業用伝動ベルトにつきましては、国内においては、機械受注の減速基調により、産業機械用伝動ベルトの

販売が減少いたしました。また、米国においては、販売強化により産業機械用伝動ベルトの販売が増加いたしまし

たが、中国およびアジア地域において主力顧客の減産などの影響により農業機械用伝動ベルトの販売が減少いたし

ました。 

 運搬ベルトにつきましては、国内において鉄鋼向けなどの販売が増加いたしました。 

 

    これらの結果、当セグメントの売上収益は8,653百万円（前年同期比1.2％減）、セグメント利益は530百万円

（前年同期比25.1％減）となりました。 

 

  [高機能エラストマー製品事業] 

    機能フイルム製品につきましては、建築資材用フイルム、工業資材用フイルムおよび装飾表示製品の販売が減少

いたしました。 

精密機能部品につきましては、OA機器メーカーの生産台数が横ばいで推移するなか、主要顧客向け高機能ロー

ラおよびブレードの販売は増加いたしましたが、精密ベルトの販売は減少いたしました。 

 

    これらの結果、当セグメントの売上収益は3,481百万円（前年同期比8.3％減）、セグメント利益は77百万円（前

年同期比56.1％減）となりました。 

 

  [その他事業] 

    その他の事業といたしましては、ロボット関連デバイス事業、電子資材事業を行っているほか、医療機器事業買

収により、売上収益は1,289百万円（前年同期比63.7％増）、セグメント利益は166百万円（前年同期比4.2％増）

となりました。 

 

   上記の各セグメント別売上収益およびセグメント利益は、セグメント間取引消去前の金額で記載しております。 

 

  （２）財政状態の状況 

    当第１四半期連結会計期間末における総資産は、流動資産が911百万円増加し、非流動資産が16,961百万円増加

した結果、前連結会計年度末に比べ17,873百万円増加し、120,430百万円となりました。

    負債は、流動負債が16,029百万円増加し、非流動負債が2,901百万円増加した結果、前連結会計年度末に比べ

18,930百万円増加し、53,355百万円となりました。

    資本は、利益剰余金が29百万円減少し、その他の資本の構成要素が1,033百万円減少した結果、前連結会計年度

末に比べ1,057百万円減少し、67,075百万円となりました。

    以上の結果、親会社所有者帰属持分比率は、前連結会計年度末の66.2％から55.5％となりました。
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  （３）キャッシュ・フローの状況

    当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は17,899百万円（前年同

期は19,171百万円）となりました。各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。

    （営業活動によるキャッシュ・フロー）

     当第１四半期連結累計期間において、営業活動による資金収支は1,991百万円の収入超過（前年同期は2,623百

万円の収入超過）となりました。これは主に、税引前四半期利益771百万円と減価償却費及び償却費1,434百万円

によるものであります。

    （投資活動によるキャッシュ・フロー）

     当第１四半期連結累計期間において、投資活動による資金収支は10,850百万円の支出超過（前年同期は1,164

百万円の支出超過）となりました。これは主に、子会社株式の取得による支出9,291百万円によるものでありま

す。

    （財務活動によるキャッシュ・フロー）

     当第１四半期連結累計期間において、財務活動による資金収支は9,430百万円の収入超過（前年同期は753百万

円の支出超過）となりました。これは主に、短期借入金の純増減額15,794百万円によるものであります。

 

  （４）事業上および財務上の対処すべき課題 

    当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

  （５）研究開発活動 

    当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の改良開発を含む研究開発活動の金額は1,092百万円でありま

す。このうち、新規新製品の「研究開発費」の金額は311百万円であります。

    なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

  （６）経営成績に重要な影響を与える要因 

    当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因はありません。 

 

  （７）資本の財源および資金の流動性 

    当第１四半期連結会計期間末現在において、現金及び現金同等物は17,899百万円、有利子負債（社債及び借入

金）は26,117百万円となりました。 

    当第１四半期連結会計期間における有利子負債の増加は、主に、株式会社Aimedic MMTの全株式の取得および同

社の既存借入金の借り換えに充当する資金を調達するため、15,700百万円の借入を行ったことによるものです。 

    また、現金及び現金同等物は、前連結会計年度末と同程度の水準を維持しており、十分な流動性を確保しており

ます。 

 

３【経営上の重要な契約等】

当社は、2019年４月５日付で株式会社Aimedic MMTの全株式を取得する株式売買契約を締結し、2019年５月８日

付で全株式を取得し、子会社化いたしました。 

詳細は「第４ 経理の状況 １．要約四半期連結財務諸表 要約四半期連結財務諸表注記 ６．企業結合」に記

載のとおりであります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 187,000,000

計 187,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（2019年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（2019年８月９日） 

上場金融商品取引所名
または登録認可金融商
品取引業協会名 

内容 

普通株式 47,213,536 47,213,536 
東京証券取引所 

市場第一部 

単元株式数 

100株 

計 47,213,536 47,213,536 － － 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

     該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

     該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

     該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高 
（千株）

資本金
増減額

（百万円）

資本金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年４月１日 

～ 

2019年６月30日

－ 47,213 － 10,951 － 2,738

 

（５）【大株主の状況】

     当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

     当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2019年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

        2019年３月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 965,300 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 46,147,200 461,472 － 

単元未満株式 普通株式 101,036 － 
１単元（100株）未満

の株式 

発行済株式総数   47,213,536 － － 

総株主の議決権   － 461,472 － 

 （注）上記「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の当社株式1,000株（議決権の数10個）、

従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式192,900株（議決権の数1,929個）および役員報酬ＢＩＰ信託が所有

する当社株式263,800株（議決権の数2,638個）が含まれております。なお、当該株式にかかる議決権の数4,577

個については、「議決権の数」の欄に含まれております。

 

②【自己株式等】

        2019年３月31日現在 

所有者の氏名または
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％) 

バンドー化学株式会社 
神戸市中央区港島南町

４丁目６番６号 
831,000 － 831,000 1.76 

バン工業用品株式会社 
東京都中央区東日本橋

２丁目27番１号 
91,100 12,200 103,300 0.22 

北陸バンドー株式会社 
富山県富山市問屋町３

丁目２番19号 
600 29,300 29,900 0.06 

東日本ベルト販売株式

会社 

福島県いわき市平字愛

谷町４丁目６番地13 
1,100 － 1,100 0.00 

計 － 923,800 41,500 965,300 2.04 

 （注）１．バン工業用品株式会社および北陸バンドー株式会社は、当社の取引先会社で構成される持株会（バンドー共

栄会 神戸市中央区港島南町４丁目６番６号）に加入しており、同持株会名義で当社株式をそれぞれ12,200

株および29,300株を所有しております。

    ２．従業員持株ＥＳＯＰ信託および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式は、上記自己株式等には含まれてお

りません。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

 １．要約四半期連結財務諸表の作成方法について 

   当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号）第93条の規定により、IFRS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。 

 

 ２．監査証明について 

   当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2019年４月１日から2019

年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年６月30日まで）に係る要約四半期連結

財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

    （単位：百万円） 

 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（2019年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（2019年６月30日） 

資産      

流動資産      

現金及び現金同等物   17,530 17,899 

営業債権及びその他の債権   21,707 22,447 

棚卸資産   12,949 12,881 

未収法人所得税   12 20 

その他の金融資産 11 471 425 

その他の流動資産   894 801 

流動資産合計   53,564 54,476 

非流動資産      

有形固定資産   32,597 35,016 

のれん 6 72 13,710 

無形資産   1,761 1,855 

持分法で会計処理されている投資   6,357 6,232 

その他の金融資産 11 6,997 8,116 

繰延税金資産   457 473 

その他の非流動資産   748 548 

非流動資産合計   48,992 65,954 

資産合計   102,557 120,430 
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    （単位：百万円） 

 
注記 
番号 

前連結会計年度 
（2019年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（2019年６月30日） 

負債および資本      

流動負債      

営業債務及びその他の債務   16,650 15,430 

社債及び借入金 11 2,768 18,527 

未払法人所得税   552 97 

その他の金融負債 11 38 1,050 

引当金   315 357 

その他の流動負債   3,908 4,799 

流動負債合計   24,232 40,261 

非流動負債      

社債及び借入金 11 7,635 7,590 

退職給付に係る負債   1,623 726 

その他の金融負債   145 1,776 

繰延税金負債   470 170 

その他の非流動負債   316 2,829 

非流動負債合計   10,192 13,093 

負債合計   34,424 53,355 

資本      

資本金   10,951 10,951 

資本剰余金   3,092 3,096 

利益剰余金   53,147 53,118 

自己株式   △1,346 △1,327 

その他の資本の構成要素   2,026 992 

親会社の所有者に帰属する持分合計   67,871 66,831 

非支配持分   261 243 

資本合計   68,132 67,075 

負債および資本合計   102,557 120,430 
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【要約四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

      （単位：百万円） 

 
注記 
番号 

 前第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

売上収益 5,9 23,749 23,229 

売上原価   16,368 16,392 

売上総利益   7,380 6,836 

販売費及び一般管理費   5,312 5,535 

その他の収益   45 40 

その他の費用   76 553 

持分法による投資利益   184 122 

営業利益   2,221 910 

金融収益   314 155 

金融費用   32 294 

税引前四半期利益   2,503 771 

法人所得税費用   539 61 

四半期利益   1,964 709 

       

四半期利益の帰属：      

親会社の所有者   1,956 705 

非支配持分   7 4 

四半期利益   1,964 709 

       

親会社の所有者に帰属する１株当たり四半

期利益 
     

基本的１株当たり四半期利益（円） 10 42.73 15.38 
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【要約四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

      （単位：百万円） 

 
注記 
番号 

 前第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

四半期利益   1,964 709 

       

その他の包括利益      

純損益に振り替えられることのない項目      

その他の包括利益を通じて測定する金

融資産の公正価値の純変動 
  △291 △188 

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分 
  △0 0 

純損益に振り替えられることのない項目

合計 
  △292 △187 

       

純損益に振り替えられる可能性のある項

目 
     

在外営業活動体の換算差額   △273 △689 

持分法適用会社におけるその他の包括

利益に対する持分 
  △16 △163 

純損益に振り替えられる可能性のある項

目合計 
  △289 △852 

その他の包括利益合計   △582 △1,040 

四半期包括利益   1,381 △330 

       

四半期包括利益の帰属：      

親会社の所有者   1,364 △328 

非支配持分   17 △2 

四半期包括利益   1,381 △330 

 

- 11 -



（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

              （単位：百万円） 

    親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 
 

注記 
番号 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 
その他の
資本の構
成要素 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計 

2018年４月１日 残高   10,951 3,060 49,442 △1,433 2,952 64,974 235 65,209 

                   
四半期利益       1,956     1,956 7 1,964 

その他の包括利益           △591 △591 9 △582 

四半期包括利益合計   － － 1,956 － △591 1,364 17 1,381 

                   
剰余金の配当 8     △687     △687 △17 △704 

自己株式の取得         △0   △0   △0 

自己株式の処分     2   11   13   13 

株式に基づく報酬取引     △3   12   8   8 

その他の資本の構成要素から 

利益剰余金への振替 
      10   △10 －   － 

所有者との取引額等合計   － △1 △677 22 △10 △666 △17 △683 

                   

2018年６月30日 残高   10,951 3,059 50,721 △1,410 2,350 65,672 234 65,907 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

              （単位：百万円） 

    親会社の所有者に帰属する持分 

非支配持分 資本合計 
 

注記 
番号 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

その他の
資本の構
成要素 

親会社の
所有者に
帰属する
持分合計 

2019年４月１日 残高   10,951 3,092 53,147 △1,346 2,026 67,871 261 68,132 

                   

四半期利益       705     705 4 709 

その他の包括利益           △1,033 △1,033 △6 △1,040 

四半期包括利益合計   － － 705 － △1,033 △328 △2 △330 

                   

剰余金の配当 8     △734     △734 △15 △750 

自己株式の取得         △0   △0   △0 

自己株式の処分     0   15   15   15 

株式に基づく報酬取引     4   3   8   8 

その他の資本の構成要素から 

利益剰余金への振替 
            －   － 

所有者との取引額等合計   － 4 △734 18 － △711 △15 △727 

                   

2019年６月30日 残高   10,951 3,096 53,118 △1,327 992 66,831 243 67,075 
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

      （単位：百万円） 

 
注記 
番号 

 前第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー      

税引前四半期利益   2,503 771 

減価償却費及び償却費   1,126 1,434 

受取利息及び受取配当金   △99 △141 

支払利息   28 38 

持分法による投資損益（△は益）   △184 △122 

固定資産除売却損益（△は益）   57 35 

棚卸資産の増減額（△は増加）   △109 249 

営業債権及びその他の債権の増減額 

（△は増加） 
  △622 △332 

営業債務及びその他の債務の増減額 

（△は減少） 
  70 △454 

退職給付に係る負債の増減額 

（△は減少） 
7 △46 △889 

退職給付信託返還に伴う資本性金融商品

の増加額 
7 － △1,355 

引当金の増減額（△は減少）   － 42 

その他の非流動負債の増減額 

（△は減少） 
  18 2,469 

その他   617 1,030 

小計   3,359 2,776 

利息及び配当金の受取額   205 213 

利息の支払額   △23 △32 

法人所得税の支払額   △931 △965 

法人所得税の還付額   13 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー   2,623 1,991 

       

投資活動によるキャッシュ・フロー      

定期預金の預入による支出   △33 △2 

定期預金の払戻による収入   101 32 

有形固定資産の取得による支出   △1,017 △1,491 

有形固定資産の売却による収入   5 9 

無形資産の取得による支出   △185 △136 

資本性金融商品の取得による支出   △4 △4 

資本性金融商品の売却による収入   30 － 

子会社株式の取得による支出 6 － △9,291 

その他   △61 34 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △1,164 △10,850 
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      （単位：百万円） 

 
注記 
番号 

 前第１四半期連結累計期間 
(自 2018年４月１日 

 至 2018年６月30日) 

 当第１四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 
 至 2019年６月30日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純増減額（△は減少）   － 15,794 

長期借入金の返済による支出   △52 △5,325 

自己株式の取得による支出   △0 △0 

自己株式の売却による収入   13 15 

親会社の所有者への配当金の支払額 8 △687 △734 

非支配持分への配当金の支払額   △17 △15 

その他   △8 △303 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △753 9,430 

       

現金及び現金同等物に係る換算差額   △11 △201 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   694 369 

現金及び現金同等物の期首残高   18,476 17,530 

現金及び現金同等物の四半期末残高   19,171 17,899 
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業

 バンドー化学株式会社（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。 

 当社の登記している本社の住所は神戸市中央区港島南町４丁目６番６号であります。

 当社の要約四半期連結財務諸表は2019年６月30日を期末日とし、当社および子会社（以下、「当社グループ」

という。）、ならびに当社の関連会社および共同支配企業に対する持分により構成されております。当社グルー

プの主な事業内容は、「５．セグメント情報」に記載のとおりであります。

 

２．作成の基礎

   （１）要約四半期連結財務諸表がIFRSに準拠している旨の記載 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規

則」（平成19年内閣府令第64号）第１条の２に定める「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことか

ら、同第93条の規定によりIFRSに準拠して作成しております。

 本要約四半期連結財務諸表は、IFRS第34号「期中財務報告」に準拠して作成しており、年度の連結財務諸表

で要求されているすべての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべ

きものであります。

 本要約四半期連結財務諸表は、2019年８月９日に代表取締役社長 吉井 満隆によって承認されております。

 

   （２）測定の基礎 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、金融商品、退職給付制度に係る負債（資産）の純額等を除き、

取得原価を基礎として作成しております。

 

   （３）機能通貨および表示通貨 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満

の端数を切り捨てて表示しております。
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３．重要な会計方針

 当社グループが本要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、次を除き、前連結会計年度に

係る連結財務諸表において適用した会計方針と同一であります。 

 なお、当第１四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。

 

 当社グループは、当第１四半期連結会計期間より、次の基準を適用しております。

基準書 基準名 新設・改訂の内容 

IFRS第16号 リース リースに関する会計処理の改訂 

 

 IFRS第16号「リース」（2016年１月公表、以下、「IFRS第16号」という。）では、借手のリースをオンバラン

ス処理する単一の会計モデルが導入され、原則として借手は原資産を使用する権利を表象する使用権資産と、リ

ース料を支払う義務を表象するリース負債を認識することになります。

 当社グループでは、経過措置として認められている累積的影響を適用開始日（2019年４月１日）に認識する方

法を採用しております。IFRS第16号への移行に際し、契約にリースが含まれているか否かについては、IFRS第16

号Ｃ３項の実務上の便法を選択し、IAS第17号「リース」（以下、「IAS第17号」という。）およびIFRIC第４号

「契約にリースが含まれているか否かの判断」のもとでの判断を引き継いでおります。適用開始日以降は、IFRS

第16号の規定に基づき判断しております。

 過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについては、適用開始日に使用権資

産およびリース負債を認識しております。当該金額は、残存リース料を適用開始日における借手の追加借入利子

率を用いて割り引いた現在価値で測定しており、当該追加借入利子率の加重平均は1.0％であります。 

 過去にIAS第17号を適用してファイナンス・リースに分類したリースについては、適用開始日の使用権資産お

よびリース負債の帳簿価額を、それぞれ直前の日におけるIAS第17号におけるリース資産およびリース債務の帳

簿価額で測定しております。 

 また、リース期間が12ヶ月以内に終了する短期リースおよび原資産が少額であるリースについては、使用権資

産およびリース負債を認識せず、リース料をリース期間にわたり定額法または他の規則的な方法により費用とし

て認識しております。 

 以上の結果、適用開始日において、使用権資産2,825百万円、リース負債2,654百万円を認識しております。 

 当社グループは、要約四半期連結財政状態計算書において、使用権資産は「有形固定資産」および「無形資

産」に、リース負債は「その他の金融負債」に含めて表示しております。 

 

 なお、前連結会計年度末現在でIAS第17号を適用して開示したオペレーティング・リース契約と連結財政状態

計算書に認識した適用開始日現在のリース負債の調整表は、次のとおりであります。 

（単位：百万円） 

  金額 

2019年３月31日現在で開示したオペレーティング・リース契約 1,053 

   

2019年３月31日現在で開示したオペレーティング・リース契約 

（追加借入利子率で割引後） 
1,001 

ファイナンス・リース債務（2019年３月31日現在） 102 

短期リースまたは原資産が少額であるリースとして会計処理 △229 

解約可能オペレーティング・リース契約 1,780 

2019年４月１日現在のリース負債 2,654 

 

 また、IFRS第16号の適用にあたり、次の実務上の便法を使用しております。

・減損レビューを実施することの代替として、リースが適用開始日直前においてIAS第37号「引当金、偶発負債

及び偶発資産」を適用して不利であるかどうかの評価に依拠 

・当初直接コストを適用開始日現在の使用権資産の測定から除外 

・延長または解約オプションが含まれている契約について、リース期間を算定する際などに、事後的判断を使用
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４．重要な会計上の見積りおよび見積りを伴う判断

 当社グループの要約四半期連結財務諸表は、収益および費用、資産および負債の測定に関する経営者の見積り

および仮定を含んでおります。これらの見積りおよび仮定は過去の実績および決算日において合理的であると考

えられる様々な要因等を勘案した経営者の最善の判断に基づいております。しかし、その性質上、将来におい

て、これらの見積りおよび仮定とは異なる結果となる可能性があります。 

 見積りおよび仮定は経営者により継続して見直されております。これらの見積りおよび仮定の見直しによる影

響は、その見積りおよび仮定を見直した期間およびそれ以降の期間において認識しております。

 本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積りおよび仮定は、前連結会計年度に係る連結財務

諸表と同一であります。
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５．セグメント情報

   （１）報告セグメントの概要 

 当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会

が経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。

 当社グループは、製品・サービスを軸とした事業部制を採用しており、各事業部は取り扱う製品・サービス

について国内および海外における包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

 従いまして、当社グループの事業は親会社の事業部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成さ

れており、「自動車部品事業」、「産業資材事業」および「高機能エラストマー製品事業」の３つを報告セグ

メントとしております。

 

 なお、各報告セグメントは、以下の製造・販売を行っております。

セグメントの名称 主要な製品 

自動車部品事業 
自動車用伝動ベルト製品（補機駆動用伝動ベルトおよび補機駆動用伝動システム製

品）、二輪車用伝動ベルト製品（スクーター用変速ベルト）など 

産業資材事業 

一般産業用伝動ベルト製品（産業機械用Vベルト、歯付ベルト、プーリなど）、その他

伝動用製品、運搬ベルト（コンベヤベルト、樹脂コンベヤベルト、同期搬送用ベル

ト）、運搬システム製品、もみすりロールなど 

高機能エラストマー製品事業 
クリーニングブレード、高機能ローラ、精密ベルト、ポリウレタン機能部品、精密研磨

材、建築資材用フイルム、医療用フイルム、装飾表示用フイルム、工業用フイルムなど 
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   （２）報告セグメントごとの売上収益、利益または損失の金額に関する情報

 報告されている各事業セグメントの会計処理の方法は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適用し

た方法と概ね同一であります。セグメント間の売上収益または振替高は市場実勢価格に基づいております。

 当社グループの報告セグメントごとの売上収益および利益または損失は、次のとおりであります。

 

  前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

連結 
（注）３ 

 
自動車部
品事業 

産業資材
事業 

高機能エ
ラストマ
ー製品事
業 

計 

売上収益              

外部顧客への売上収益 10,605 8,708 3,789 23,102 646 － 23,749 

セグメント間の売上収益 

または振替高 
13 51 7 73 141 △215 － 

計 10,618 8,760 3,797 23,176 788 △215 23,749 

セグメント利益 

（コア営業利益） 
899 709 176 1,785 159 123 2,068 

その他の収益 － － － － － － 45 

その他の費用 － － － － － － 76 

持分法による投資利益 － － － － － － 184 

営業利益 － － － － － － 2,221 

金融収益 － － － － － － 314 

金融費用 － － － － － － 32 

税引前四半期利益 － － － － － － 2,503 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主としてロボット関連デバイス

事業他であります。 

２．セグメント利益の調整額123百万円には、セグメント間取引消去５百万円、全社費用117百万円が含まれてお

ります。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額と実績発生額

との差額であります。

３．当社グループは、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除したコア営業利益を、経営管理上の

指標としており、セグメント利益はコア営業利益で表示しております。 
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  当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

            （単位：百万円） 

  報告セグメント 

その他 
（注）１ 

調整額 
（注）２ 

連結 
（注）３ 

 
自動車部
品事業 

産業資材
事業 

高機能エ
ラストマ
ー製品事
業 

計 

売上収益              

外部顧客への売上収益 10,010 8,641 3,479 22,131 1,097 － 23,229 

セグメント間の売上収益 

または振替高 
5 12 1 20 192 △212 － 

計 10,016 8,653 3,481 22,152 1,289 △212 23,229 

セグメント利益 

（コア営業利益） 
539 530 77 1,147 166 △12 1,301 

その他の収益 － － － － － － 40 

その他の費用 － － － － － － 553 

持分法による投資利益 － － － － － － 122 

営業利益 － － － － － － 910 

金融収益 － － － － － － 155 

金融費用 － － － － － － 294 

税引前四半期利益 － － － － － － 771 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主としてロボット関連デバイス

事業他であります。 

２．セグメント利益の調整額△12百万円には、セグメント間取引消去５百万円、全社費用△18百万円が含まれて

おります。全社費用は、各報告セグメントに配賦した一般管理費および研究開発費の予定配賦額と実績発生

額との差額であります。

３．当社グループは、売上収益から売上原価、販売費及び一般管理費を控除したコア営業利益を、経営管理上の

指標としており、セグメント利益はコア営業利益で表示しております。 

 

   （３）報告セグメントの変更等に関する事項 

当社グループは報告セグメントに属している製品区分の見直しにより、当第１四半期連結会計期間より、高

機能エラストマー製品事業の製品の一部を産業資材事業に移管しております。 

なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、見直し後の報告セグメントに基づき作成しておりま

す。
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６．企業結合

前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

該当事項はありません。 

 

当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

（取得による企業結合） 

当社は、2019年４月５日付で株式会社Aimedic MMT（以下、「Aimedic MMT」という。）の全株式を取得する株式売

買契約を締結し、2019年５月８日付で全株式を取得し、子会社化いたしました。 

 

（１）企業結合の概要 

① 被取得企業の名称および事業の内容 

被取得企業の名称      株式会社Aimedic MMT 

事業の内容            整形外科向け医療機器の製造・販売・アフターサービス 

② 企業結合を行った主な理由 

 当社グループは、2018年度から2022年度までを中長期経営計画“Breakthroughs for the future”（未来

への躍進）の第２ステージと位置づけ、グローバルで「際立つ」サプライヤーを目指して活動しており、指

針の１つとして「新事業の創出」を掲げております。 

 当社グループは、新たな事業の柱の１つとして、伸縮性ひずみセンサ「C-STRETCH®」を活用した医療機

器・ヘルスケア機器事業の確立に取り組んでまいりました。 

 Aimedic MMTは、整形外科向けの医療機器において高いブランド力と販売力を有しており、今回の買収に

よって、医療事業体制を一挙に獲得するとともに、医療機器としての「C-STRETCH®」の製品化が加速するこ

とが期待されると判断し、同社の株式取得を決定いたしました。 

    ③ 株式取得の相手会社の名称 

     （ⅰ）ポラリス第三号投資事業有限責任組合 

     （ⅱ）Tiara CG Private Equity Fund 2013, L.P. 

    ④ 企業結合日 

      2019年５月８日 

    ⑤ 企業結合の法的形式 

      株式取得 

    ⑥ 結合後企業の名称 

      変更ありません。 

    ⑦ 取得した議決権比率 

      100％ 

    ⑧ 取得企業を決定するに至った主な根拠 

      当社が現金を対価として株式を取得したことによるものであります。 

 

（２）被取得企業の取得原価および対価の種類ごとの内訳 

取得の対価 現金 10,450百万円 
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（３）企業結合日に受け入れる資産および引き受ける負債の公正価値ならびにその主な内訳 

受け入れる資産および引き受ける負債については、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完

了していないため、現時点で入手可能な情報に基づいて暫定的に算定しております 

 

（単位：百万円） 

  金額 

資産  

現金及び現金同等物 1,158 

流動資産（現金及び現金同等物を除く。） 1,088 

流動資産合計 2,247 

非流動資産合計 535 

資産合計 2,782 

 

（単位：百万円） 

  金額 

負債  

短期借入金 5,280 

流動負債（短期借入金を除く。） 594 

流動負債合計 5,874 

非流動負債合計 98 

負債合計 5,973 

 

（４）主要な取得関連費用の内容および金額 

当該企業結合に係るアドバイザリー費用等は109百万円であり、すべて要約四半期連結損益計算書の「販売費

及び一般管理費」に計上しております。 

 

（５）発生したのれんの金額および発生原因 

当該企業結合により発生したのれんは13,640百万円であり、新たに獲得したブランド力や販売力を活用するこ

とによる超過収益力や既存事業とのシナジー効果によるものです。

なお、当第１四半期連結会計期間末において取得原価の配分が完了していないため、現時点で入手可能な情報

に基づいて暫定的に算定しており、税務上損金算入を見込んでいる金額はありません。 

 

（６）取得によるキャッシュ・フローの内訳

（単位：百万円） 

  金額 

取得により支出した現金及び現金同等物 △10,450 

取得時に被取得企業が保有していた現金及び現金同等物 1,158 

子会社株式の取得による支出 △9,291 

 

（７）業績に与える影響

当社グループの当第１四半期連結累計期間における要約四半期連結損益計算書には、企業結合日以降に

Aimedic MMTから生じた売上収益および四半期利益が、それぞれ419百万円および37百万円含まれております。

なお、企業結合が期首に実施されたと仮定した場合の情報については、売上収益および四半期利益に与える影

響が相対的に僅少であるため、記載を省略しております。 
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７．従業員給付

    （退職給付制度の改訂） 

      当社および一部の連結子会社は、2019年４月１日付で、確定給付企業年金制度をリスク分担型企業年金制度

へと移行しております。当該制度は事業主と加入者でリスクを分担するしくみであり、事業主はリスクへの対

応分も含む固定の掛金を拠出することにより一定のリスクを負い、加入者も財政バランスが崩れた場合には給

付調整が行われることで一定のリスクを負っております。現行の確定給付企業年金制度は、積立不足が生じた

時に事業主に追加の掛金負担が生じますが、リスク分担型企業年金制度は、あらかじめ将来発生するリスクを

測定し労使合意によりその範囲内で掛金（リスク対応掛金）を平準的に拠出することで、より安定的な制度運

営が可能となります。 

      退職給付に係る会計処理において、リスク分担型企業年金制度のうち、企業が追加掛金の拠出義務を実質的

に負っていないものは確定拠出年金制度に分類されます。当社および一部の連結子会社が移行したリスク分担

型企業年金制度は追加掛金の拠出義務を実質的に負っておらず、確定拠出年金制度に分類されることから、当

該制度移行時点で、移行した部分に係る退職給付に係る負債の取崩しおよび当社に返還された退職給付信託資

産の計上を行うとともに、基金規約に定められた特別掛金相当額を未払計上し、これらの差額を純損益として

認識します。

      この結果、当第１四半期連結累計期間において、退職給付制度終了損447百万円を「その他の費用」に計上

いたしました。また、現金及び現金同等物が154百万円、その他の金融資産が1,355百万円、その他の流動負債

およびその他の非流動負債が2,925百万円増加し、退職給付に係る負債が968百万円減少しております。 

 

８．配当金

前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日） 

配当金支払額

決議日 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2018年６月21日 

定時株主総会 
普通株式 695 15 2018年３月31日 2018年６月22日 

 （注）2018年６月21日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式

に対する配当金４百万円および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれており

ます。

 

当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

配当金支払額

決議日 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

2019年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 742 16 2019年３月31日 2019年６月26日 

 （注）2019年６月25日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、従業員持株ＥＳＯＰ信託が所有する当社株式

に対する配当金３百万円および役員報酬ＢＩＰ信託が所有する当社株式に対する配当金４百万円が含まれており

ます。 
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９．売上収益

 当社グループの売上収益は、主に顧客との契約から認識された売上収益であり、当社グループの報告セグメン

トを地域別に分解した場合の内訳は、次のとおりであります。 

 

  前第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

（単位：百万円）
 

  日本 アジア 中国 欧米他 計 

報

告

セ

グ

メ

ン

ト 

自動車部品事業 3,605 4,977 766 1,255 10,605 

産業資材事業 6,201 697 838 970 8,708 

高機能エラストマー製品事業 2,645 145 876 121 3,789 

計 12,452 5,821 2,481 2,347 23,102 

その他 646 

合計 23,749 

（注）売上収益は販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。

 

  当第１四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日） 

（単位：百万円）
 

  日本 アジア 中国 欧米他 計 

報

告

セ

グ

メ

ン

ト 

自動車部品事業 3,354 4,728 673 1,253 10,010 

産業資材事業 6,428 619 634 959 8,641 

高機能エラストマー製品事業 2,438 163 753 123 3,479 

計 12,221 5,512 2,061 2,337 22,131 

その他 1,097 

合計 23,229 

（注）売上収益は販売元の所在地を基礎とし、セグメント間の内部取引控除後の金額を表示しております。 

 

10．１株当たり利益

   （１）基本的１株当たり四半期利益 

 基本的１株当たり四半期利益は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日） 

基本的１株当たり四半期利益（円） 42.73 15.38 

 

   （２）基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎 

 基本的１株当たり四半期利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 
至 2018年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年４月１日 
至 2019年６月30日） 

親会社の所有者に帰属する四半期利益（百万円） 1,956 705 

発行済普通株式の加重平均株式数（千株） 45,787 45,865 

  なお、希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
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11．金融商品

   （１）公正価値の測定方法 

 当社グループは、主な金融資産および金融負債の公正価値について、次のとおり決定しております。

 金融商品の公正価値の測定において、市場価格が入手できる場合は市場価格を利用しております。

 市場価格が入手できない金融商品の公正価値に関しては、マルチプル法またはその他適切な評価方法により

測定を行っております。

 

     （現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務）

 これらは短期間で決済されるため、公正価値は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。

 

     （その他の金融資産、その他の金融負債） 

 上場株式の公正価値については、期末日の取引所の価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル１に分

類しております。

 非上場株式の公正価値については、マルチプル法または簿価純資産法により算定し、公正価値の測定ではレ

ベル３に分類しております。

 非上場株式の公正価値測定にあたっては、評価倍率等の観察可能でないインプットを用いております。

 デリバティブ取引等は、契約を締結している金融機関から提示された価格等に基づいて公正価値を算定して

おり、公正価値の測定ではレベル２に分類しております。

 上記以外の金融資産および金融負債の公正価値は、帳簿価額と近似しております。

 

     （社債及び借入金） 

 社債の公正価値については、社債の市場価格によって算定し、公正価値の測定ではレベル２に分類しており

ます。

 借入金の公正価値については、将来キャッシュ・フローを同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定し、公正価値の測定ではレベル２に分類しております。

 

   （２）償却原価で測定する金融商品の帳簿価額および公正価値 

 償却原価と公正価値が異なる金融商品は、次のとおりであります。

（単位：百万円） 

 

前連結会計年度 
（2019年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（2019年６月30日） 

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 

社債及び借入金 10,404 10,428 26,117 26,165

（注）現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務等については、公正価値は帳簿価

額と近似しているため、注記を省略しております。
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   （３）公正価値で測定する金融商品とそのヒエラルキー

 次の表では、公正価値で測定する金融商品に関する分析を示しております。それぞれのレベルは次のとおり

定義されております。

 レベル１：当社グループが測定日現在でアクセスできる同一の資産または負債に関する活発な市場における

（無調整の）相場価格

 レベル２：資産または負債について直接または間接に観察可能なインプットのうち、レベル１に含まれる相

場価格以外のもの

 レベル３：資産または負債についての観察可能でないインプット

 

  前連結会計年度（2019年３月31日）

（単位：百万円）
 

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

（金融資産）        

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
       

その他の金融資産 － 90 19 110 

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産 
       

資本性金融商品 5,463 － 961 6,425 

金融資産合計 5,463 90 981 6,536 

（金融負債）        

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債 
       

デリバティブ － 7 － 7 

金融負債合計 － 7 － 7 

 

  当第１四半期連結会計期間（2019年６月30日） 

（単位：百万円）

  レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

（金融資産）        

純損益を通じて公正価値で測定する

金融資産 
       

デリバティブ － 0 － 0 

その他の金融資産 － 82 19 102 

その他の包括利益を通じて公正価値

で測定する金融資産 
       

資本性金融商品 6,485 － 1,031 7,516 

金融資産合計 6,485 82 1,051 7,619 

（金融負債）        

純損益を通じて公正価値で測定する

金融負債 
       

デリバティブ － 5 － 5 

金融負債合計 － 5 － 5 
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レベル３に分類した金融商品の調整表

 レベル３に分類される公正価値測定について、期首残高から四半期末残高への調整表は、次のとおりであり

ます。 

（単位：百万円） 

 

前第１四半期連結累計期間 
（自 2018年４月１日 

  至 2018年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2019年４月１日 

  至 2019年６月30日） 

純損益を通じて公
正価値で測定する
金融商品 
（注）１ 

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融商
品（注）２ 

純損益を通じて公
正価値で測定する
金融商品 
（注）１ 

その他の包括利益
を通じて公正価値
で測定する金融商
品（注）２ 

期首残高 20 918 19 961

利得または損失        

純損益 △0   0  

その他の包括利益   46   69

購入 － － － － 

処分 － － － － 

その他 0 0 △0 △0 

四半期末残高 20 965 19 1,031

報告期間末に保有している資産につい

て純損益に計上された未実現損益の変

動 

△0 － 0 － 

 （注）１．純損益に認識した利得または損失は、要約四半期連結損益計算書の「金融収益」または「金融費用」に含め

ております。 

２．その他の包括利益に認識した利得または損失のうち税効果考慮後の金額は、要約四半期連結包括利益計算書

の「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動」に含めております。 

３．レベル３に分類される金融商品については、当社グループで定められた評価方針および手続に従い、財務部

門が評価方法を決定し、公正価値を測定しております。測定結果については、適切な責任者が承認を行って

おります。

 

12．後発事象

     該当事項はありません。

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。

- 28 -



 
  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2019年8月9日

 

バンドー化学株式会社 

 

取締役会 御中  

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 和 田 朝 喜   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 川 添 健 史   印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 西 方   実   印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているバンドー化学株式

会社の2019年4月1日から2020年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（2019年4月1日から2019年6月30日

まで）及び第1四半期連結累計期間（2019年4月1日から2019年6月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、すなわち、

要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結持分変動

計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準

第34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤

謬による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制

を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に

準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、バンドー化学株式会社及び連結子会社の2019年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第1

四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

 （注）1．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

 2．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2019年８月９日

【会社名】 バンドー化学株式会社

【英訳名】 Bando Chemical Industries, Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  吉井 満隆

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 神戸市中央区港島南町４丁目６番６号

【縦覧に供する場所】 バンドー化学株式会社 東京支店

（東京都中央区京橋２丁目13番10号（京橋MIDビル内））

株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 吉井 満隆は、当社の第97期第１四半期（自 2019年４月１日 至 2019年６月30日）の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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